邦文カタカナ・モールス符号制定の変遷 : 莫爾斯電信符号片假名及數字 by 片山 瑞穂
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
莫 爾 斯 電 信 符 号 
 
片 假 名 及 數 字 
 
 
 
 
 
邦文 
カタカナ・モールス符号 
 
 
 
 
 
2019 年 9 月 9 日 
 
 
 
（国立大学法人）電気通信大学 
UEC コミュニケーション・ミュージアム 
 
特任学術調査員 
片山瑞穂 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
米国人サミュエル・モールス（Samuel Finley Breese Morse）が電
流の変化を信号として人の意思を伝達する、いわゆる電信機を発明し、
その伝達手段として、電流の On-Off をドット（短点）とダッシュ（長
点）とスペース（間隔）の論理的な組み合わせで言葉を形成する符号
を提案した。 
これが「モールス符号」として検討されて欧文の国際標準が出来上
がったが、我が国でも、電信機の渡来とともにモールス符号が導入さ
れて、邦文としての文字符号の必要生が生じ、種々検討されて今日に
至っている。 
 
この稿は、電信技術に対する当時の政府（幕府）が、国の制度とし
て取り組むまでの姿勢や、カタカナ符号がどのような経過を経て検討
されてきたのか、時代背景とともに時の幕府の認識や賢者が工夫を凝
らした努力の様子を時系列にまとめたものである。 
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邦文モールス符号制定の変遷 
 
 
 
UECコミュニケーション・ミュージアム 
特任学術調査員 片山 瑞穂 
 
 1. 電信機の渡来と幕府の対応  
 
1853年 7月 8日（嘉永 6年 6月 3日）に、ペリー（Matthew Calbraith Perry）率いるアメリ
カ東インド艦隊の 4隻の軍艦が浦賀沖に現れて以来開港までのことは、多くが語られているので
省略するが、最初に来訪したときは、日本幕府は、ただ長崎に回航するよう指示するのみであっ
た。それでもペリーは種々幕府にプレッシャーをかけ、幕府はやっと久里浜でフィルモア
（Millard Fillmore）・アメリカ大統領の国書を浦賀奉行が受け取ることになった。しかし、幕
府は、あくまでもこれは臨時の場であり、外国との窓口は長崎であるという建前で国書を受け取
ったが回答を保留したため、ペリー一行は翌年に回答を受け取りに再来するとのことで一旦は立
ち去った。 
日本を離れたペリー艦隊は、琉球や香港などに寄港したが、この間の動きは、長崎での貿易許
可を保有しているオランダにとっては看過するわけには行かない出来ごとであった。オランダは
特権保護を意識してペリー一行の寄港地では、横浜開港を阻止する狙いもあり、日本との開国交
渉を先伸ばしするようにアドバイスした。（事前に米国から協力依頼を受けていたが。）しかしペ
リーはこれを無視して、再来日宣言よりも早く伊豆沖に現れた。前回は 4隻だったが今度の艦隊
は、規模が大きく 7隻で 1854年 2月 13日（嘉永 7年 1月 16日）に江戸湾（金沢の小柴沖）に
集結投錨した。 
この二度目の来日の折に、ペリーは、フイルモニア大統領からの献上物の一部として電信機 2
台および電線など付属品一式を横浜の海岸に陸揚げした。（1854年 3月 13日） 
 献上品目は英語をオランダ語に訳しそのあと日本語に訳したもので、「TELEGRAPH 
INSTURUMENTS」は、日本側はオランダ語をエレキトル・カウーフ、またはエレキトル・テレカウ
ーフと聞き取り、日本語訳は「電信機」又は「雷電傅信機」とした。補足して「エレクトルテレ
ガラーフ、ただし雷電気にて事を告げる機械：雷電傅信機」と注釈がついた。 
（いろいろな呼び方があるが、本稿ではテレガラーフを使用。） 
 
ペリーは、日本の開港は確約させたものの、江戸入城と将軍謁見は適わなかった。 
彼らが持参した電信機など多数の品々は、直接将軍への献上はならず、とりあえず横浜に陸揚
げが決定され、横浜で嘉永 7年 2月 23日から何回かにわたり、幕府の応接掛その他多くの日本
人の前で、アメリカ人の手によって実験・運転された。 
 
このときの陸揚げ品は、ペリーの帰国後に、将軍への献上品として、横浜から江戸城内（竹橋
御蔵地（下注＊）に運び込まれた。 
 
 
 
＊竹橋御蔵地：横浜開港交渉時に日本に居たタウンゼント・ハリスに、江戸での交渉のために幕府から宿舎と
して与えられたのが、今の九段会館の位置にあった蕃書調所であり、そこに御蔵がある。ハリスは後の初代米
国公使（1855年にフランクリン・ピアース大統領から駐日領事に任命される。）（神田学会）（横浜開港側面史） 
 
  なお、エンボッシング電信機は、竹橋の蕃書取調所にしまい込まれたあと持ち出されて、大学南校、東京帝
大等を転々とし逓信博物館に所蔵された。1997 年 6 月 30日に重要文化財に指定されたが傷みが激しく 1999
年（平成 11年）には郵政研究所で修繕復元実験を行った（黎明期の通信に関する調査研究報告書）。レプリカ
が、NTT情報資料センターよりの永久貸与所蔵品として、電気通信大学 UECコミュニケーション・ミュージア
ムに所蔵されている。  
「今日ハ先達而異人より献上の品々江戸え送り申候小舟三艘も琉球莚に包ミ陸地を宿次送りニ仕候尤新
町迠村方人足」（横浜村方記録） 
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 ペリー持参のこのエンボッシング電信機の扱については、横浜の応接所と洲干弁天の間で実験
を行ったが、日本人が実施したのは電信所の設置や電信柱の電線敷設くらいで、実際の通信を行
った記録はない。通信はペリー一行のメンバーによってモールス符号の打鍵と解読を見せるのみ
で、日本人にとっては手品を見るようなものであった。 
 
モールス符号については、この時代はまだ正式な国際規則にはなっておらず、1851年にウィ
ーン条約で合意されたモールス符号を利用したものと思われる。（表 1：ウィーン実務者会議調
印時の合意モールス符号参照。） 
 
（表 1） 1851年ウィーン会議合意モールス符号 
DÖTV 
1851年実務者会議合意 
a ・－ i ・・ r ・－・ 
ä ・－・－ j ・－－－ s ・・・ 
b －・・・ k －・－ t － 
c －・－・ l ・－・・ u ・・－ 
ch －－－－ m －－ ü ・・－－ 
d －・・ n －・ v ・・・－ 
e ・ o －－－ w ・－－ 
f ・・－・ ö －－－・ x －・・－ 
g －－・ p ・－－・ y －・－－ 
h ・・・・ q －－・－ z －－・・ 
1 ・－－－－ 5 ・・・・・ 9 －－－－・ 
2 ・・－－－ 6 －・・・・ 0 －－－－－ 
3 ・・・－－ 7 －－・・・   
4 ・・・・－ 8 －－－・・   
 
 
横浜での実演などの一般的な論評は幕府から禁止されていたが、現場を見た村方衆は興行的な
見世物として熱心に実演を観察し記録にしたものが幾つか残されている。（ちなみに、石川和輔、
添田知道、森勘左衛門、安室伝左衛門など。 横浜開港資料館所蔵） 
通信は、日本語の手紙（メモ）を通訳が英文に訳しモールス符号化して打鍵、受信側では現字
紙に現れるモールス符号の emboss（凹凸）を英語で読み取り通訳が日本語に翻訳した。和英訳
は間にオランダ語を介したものと思われる。 
 
 
 2．長崎における背景  
 
これまでのオランダは、諸外国に先立って、幕府に日蘭条約を締結する提案をしていたが幕府
も「聞き置く」程度でまともには採り上げなかった。オランダも、既に貿易の特権を有している
ため強力に推し進めることはせず、日本流の礼を正して、長崎奉行を通して伺いを立てる形で折
衝事を進めてきた。（ペリーが将軍に直談判を試みたこととの違いがある。） 
オランダは親善の一環として、日本人の科学技術の向上に援助する方針で、長崎オランダ商館
には、專門家を駐在させ、日本人に、医学・薬学・物理・化学・数学・機械学・工学などの知識
普及に努めた。中には、実験機器も持参してきていて、指示電信機も含まれていた。長崎の町医
者吉雄圭斉は、1853年（嘉永 6年）に電信機の伝習を受けていた。 
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オランダの長崎商館長のヤン・ヘンドリック・ドンケル・キュルチュス（Jan Hendrik Donker 
Curtius）は、東印度高等法院評定官であったが、日本の技術レベル向上というオランダの方針
で、特別に長崎商館長に任命された者で、着任に際しては、特に理工学に堪能なファイン・デン・
ブルーク（Broek J.K.van den）を商館医に選任して共に来日した。 
 
長崎奉行川村対馬守（下注＊）は、この商館長及び館員のグループが、分離（化学）、窮理（物理）、
測量、算術、炭坑、鉄製造、その他に精通していることを知り、1855年（安政 2年）10月に、
大通詞品川藤兵衛、小通詞西慶太郎、本木昌造、楢林栄左衛門、小通詞並塩谷種三郎、町医者吉
雄圭斉の 6名に、各々の得意分野に手分けして伝授を受ける事を命じ、10 月 28 日付け書簡で、
キルチュス館長に伝達した。 
キュルチュス館長はブルークとも相談して、1855年 12月 19日付で、長崎奉行に次のように
回答し、基本的に受け入れた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＊長崎奉行のこと：同一時代に、長崎在勤奉行と、江戸在府奉行の二人の長崎奉行がいたようである。 
=1853 年-1854 年水野忠篤、1854 年-1859 年荒尾成允、1855 年-1857 年川村修就、 
1857 水野忠篤、1857 年大久保忠寛＝ 
 
アメリカの開国交渉成功に最も衝撃を受けたのはオランダであった。オランダは鎖国後も長崎
に来航を許されていたヨーロッパ唯一の国であるが、その通商には厳しい制限が設けられていた。
ところが、日米和親条約の結果、アメリカが自国よりも優遇を受けるようになったので、早速オ
ランダもテレガラーフを献上することとした。オランダは、軍艦スームビング号（Soembing）（下
注＊）に献上用の指示電信機を用意していたが、日米和親条約成立の結果から、時代遅れになりつ
つある指示電信機に代えて急遽オランダ本国からエンボッシング・モールス電信機を軍艦スーム
ビング号積載して持参し、1854年（嘉永 7年 7月 28日）に長崎に入港し、持参した電信機 2台
を将軍献上用として長崎奉行に贈呈した。 
これに伴い、長崎奉行は、将軍に献上の準備のため、その年の 10月下旬から野口善太夫ら 5
人の長崎の役人が本格的にテレガラーフの伝習を受けた。翌年には、献上するテレガラーフに付
添って出府し、江戸においてその技術を伝授できるまでに習得していた。  
 
＊ 後に、スームビング号は、オランダより幕府に寄贈され、これを機に 1855 年（安政 2 年 7 月）
に長崎に海軍伝習所を設置することになる。 
 
 
 
長崎奉行 川村対馬守様 
於出島 1855 年 12 月 19 日 卯 11 月 11 日 
於日本和蘭領事館私儀江十月廿八日御書付を以、出島和蘭医師諸学術伝習之儀、通詞共江申付置候間、伝授いたし
候様 被 仰渡知候。 
一 医師ファン・デン・ブルック右学術伝授可仕心得に有之候、乍併第十二月卯十一月二日 
私江別紙の通申出候間、右写奉入り御覧候 
一 医師ファン・デン・ブルック申立之趣、至極尤之儀と奉存候間 篤と御勘考可被成下候 
一 御書付中ニ書載有之候通詞衆、被通弁、若輩之日本人江学術伝授之儀、御申付相成候様、御極被下度、是又御勘
考可被成下候 
一 申上候通、医師ファン・デン・ブルック申立候工合にて伝授の儀相始可候 
一 長崎において窮理分離学之伝習連綿いたし候様、御趣向御立に相成候儀御勧申上候 
一 窮理分離学之ため入用の器具等、御注文に相成候儀、肝要に可有の候 
一 日本政府、窮理分離学所御取建、御決着に相成候ハバ、私儀右入用之諸物取寄之儀者、急度心配 
仕候 
此段謹而申上候 
 於日本和蘭領事館 
かぴたん どんくる・きゅるしゅす 
右之通和解差二日候以上    卯 
大木昌左衛門 印   黒丸印 
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 3. 和文カタカナ・モールス符号での初実験  
 
 
【オランダ献上の電信機】 
この献上電信機を受領した長崎奉行は、1855年（安政 2年）、「テレガラーフ仕掛方」に付い
ての伺い書を幕府に差し出した。 
テレガラーフ寄贈に際して、長崎オランダ商館長キュルチュスから長崎奉行水野筑後守にあて
た書簡では、「エレキトロ・マグネティーセ・テレガラーフは近世の大発明であって貴国でも国
民の幸福のために使用されてはどうか。」と勧告している。 
 
長崎奉行の伺い書簡を受けた幕府老中はこの内容を見て、前年米国より献上された電信機が竹
橋の御蔵内に保存してあることに気づき、モールス電信機への関心があらためて強くなった。 
早速、小田又蔵、勝麟太郎、長崎奉行附役人一同に命じ、4人はペリー献上の電信機を組立て
させるため、6月 22日に竹橋御蔵へ出かけたが、倉庫の中は乱雑を極めており、電信機も部品
がなかったり、サビがついていたりして、手のほどこしようがない状態であった。 
その結果は、翌 23日付けで、次の二書面のように報告された。（和蘭貢献電信機実験顛末による。） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
長崎奉行からの上申書により、老中は、オランダ献上のテレガラーフを、機械組立ては天文方
山路弥左衛門と子金之丞に命じ、通信技術は蕃書翻訳御用の勝麟太郎（海舟と号し後の勝安房伯）
と小田又蔵に申し付けて、日本人の手による最初の電信機実験が行われることとなった。 
山路父子、勝、小田の 4人は、長崎屋源右衛門の邸へ通って長崎地役人の野口善太夫ほか 3人
の者から伝習を受け、組立て・通信技術はもちろん電池の薬品調合まですっかり覚えた。操作は
勝麟太郎が覚え、最初の電信オペレーターが誕生した。 
（逓信博物館「和蘭貢献電信機械実験顛末」による） 
 
 このようにして米国ペリーからの献上電信機はそのままとなり、先ずは「オランダ献上の電信
機を御浜御殿に於いて、組立てる」こととなった。命令を受けた、山路彌左衛門、同金之丞竝に
手附の者若干人に、勝麟太郎、小田又蔵らは、萬事は長崎奉行と相談指示を受け、組立に取り掛
かった。 
勝麟太郎は小田又蔵と共に熱心に電信技術を研究したが、その時の電信符号は電信機に付属し
たオランダが作った説明書で次の様なものであった。 （表 2：献上電信機の解説書に付属した
モールス符号。1851年。日本語発音に充て嵌めたもの参照。） 
亜墨利加貢献のテレガラーフ一覧仕候趣申上候書付き（但馬守へ差出のもの） 
亜墨利加貢献テレガラーフの儀竹橋御蔵地へ私共竝附の者罷越、小田又蔵、勝麟太郎、長崎奉行附役人
一同右器物一覧仕候處今度和蘭貢献の品とは少々異同有之候、然る處御蔵内諸品入交り混雑仕居候て小道
具等相見不用品有之、錆等も出、少々は損じ候ヶ所も可有之候に身請け候得共何分にも御蔵内手狭にて取
揃、錺（カザリ）付等致候儀も出来不在候間御用立候有無の儀申兼候然る上は其の向きへ被仰渡篤と取調
諸品相揃揃上、又蔵、麟太郎よりも申上候通り浜御殿地或は竹橋御蔵地の内にても御取立て物有之候場所
へ取り出し錺付き候は聢と見極も可相成と奉存候右の外又蔵、麟太郎申上儀私共においても同意に奉存候
依て此段申上候。    
 
亜墨利加貢献テレガラーフ一見仕候趣申上候書付き（岩瀬修理へ差出のもの） 
亜墨利加貢献テレガラーフ之儀竹橋内御蔵江罷越山路彌左衛門、山路金之丞一同右器物一見仕り候處今
度和蘭蛇貢献品興り極而異同有之品柄は亜墨利加貢献の方簡便精巧のヶ所も相見候得共御蔵内手狭に而蒸
気車等其之外共同国貢献之品にて入交り候道具等不足いたし候哉も容易難見分シウ（金辺の繍の字：金属
のサビ）等も出、中には損し候品も可有之哉何分右御場所に於て而組立て錺付方出来不仕、御用立候有無
之儀は差極み難申上候右躰の品此の上朽腐いたし候も無益の義に御座候間當節和蘭蛇貢献の品一同矢張浜
御殿地江御廻し相成組立方可仕哉又は竹橋御蔵地御鉄砲方小屋場も相見候自然右の内御用済相成候分も有
之候はば御取崩し不仕当分借用いたし右場所に於て組立方可仕哉一躰之儀は此の儘永く御蔵へ被置時々之
手入れも不仕候はば追々朽腐いたし彼是乱雑可仕秦存候此上之趣前両人江も打合候處同意旨申聞候川村対
馬守にも同所江見廻利候間一応申聞置候依之此段申上候。 
以上 小田又蔵 勝麟太郎 
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オランダは、1851年に電信同盟（独墺電信同盟）に加入し、翌年 3月に「オランダ政府はテ
レガラーフ取扱の法律である「文字則」規程を制定した。」当然、オランダ国は電信機を日本に
献上する際に、これらの法令集を将軍に献上するために、長崎商館長に、テレガラーフを使用す
るための解説附属書として提出した。この法律はオランダ国最初の電信法（罰則もある）でもあ
り、諸外国との通信を想定している。（宇田川興斉書）  
 
（表２） 和蘭献上テレガラーフの添附説明書（1851年 原文は縦書き） 
文字 読み モールス符号 文字 読み モールス符号 
a ア ・－ o オ －－－ 
ae アェ －－ oe オェ －－－・ 
b ベ －・・・ p ペ ・－－・ 
c セ －・－・ q キゥ －－・－ 
d デ －・・ r エル ・－・ 
e エ ・ s エス ・・・ 
f エフ ・・－・ t テ － 
g ゲ －－・ u ユ ・・－ 
h ハ ・・・・ ue ヱエ ・・－－ 
i イ ・・ v フェ ・・・－ 
j イ ・－－－ w ウェ ・－－ 
k カ －・－ x エキス －・・－ 
l エル －・－・・ y ヱイ －・－－ 
m エム －－ z セット －－・・ 
n エン －・ ch セハ －－－－ 
 
数字 漢数字 モールス符号 数字 漢数字 モールス符号 
1 一 ・－－－－ 6 六 －・・・・ 
2 二 ・・－－－ 7 七 －－・・・ 
3 三 ・・・－－ 8 八 －－－・・ 
4 四 ・・・・－ 9 九 －－－－・ 
5 五 ・・・・・ 10 零 －－－－－ 
 
符徴 語  意 モールス符号 
. 文章全終る符 ・・・・・・ 
； 文章終近とも意続る符 －・－・－・ 
, 句を切る符 ・－・－・－ 
： 解読之符 －－－・・・ 
？ 尋問之符 ・・－－・ 
！ 情歎の致声或ハ使命する之符 －－・・－－ 
= 一言の半切たる其続を示す符 －－・・・－－ 
’ 文字の肩に記して字略と示す之符 ・－－－－・ 
-- 言尾の略を示す符 －－－－－－ 
 
第一 一線は三線の融通を取る。 
第二 一字の符徴の空間ハ一点の融通を取る。 
第三 二字の空間は三点の融通を取る。 
第四 二言の空間は四点の融通を取る。 
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【日本で最初の和文モールス符号】 
勝麟太郎らは、オランダが電信機とともに用意したテキストのモールス符号で研究したが、日
本の文字則を全て賄うことはできないので、オランダ人と相談して、次のような和文モールス符
号を作りこれを実験に使用した。 （表 3：日本で始めてのカタカナ・モールス符号則。1855年。
参照。） 
 
（表 3） 日本で最初のカタカナ・モールス符号（1855年） 
 
 
 
勝海舟らが考案した日本で最初の和文モールス符号 
イ  •    ニ  - •      ヘ  - -  
ロ  • •   ホ  - • •    ベ  - - • 
ハ  • • •   ボ  - • • •   ペ  - - • • 
バ  • • • •   ポ  - • • • •   ト  - - • • • 
パ  • • • • •              ド  - - • • • •    
チ  - - -   ワ  • -   ダ  • - -  
リ  - - - •     カ  • - •   レ  • - - •  
ヌ  - - - • •   ガ  • - • •   ソ  • - - • • 
ル  - - - • • •  ヨ  • - • • •   ゾ • - - • • •  
オ  - - - • • • •  タ  • - • • • •         ツ • - - • • • •   
ヅ  • - - -   ウ  • • -   マ  • • - - 
ネ  • - - - •   ノ  • • - •   ケ  • • - - •  
ナ  • - - - • •  ク  • • - • •   ゲ  • • - - • •  
ラ  • - - - • • •  グ  • • - • • •  フ  • • - - • • • 
ム  • - - - • • • •  ヤ  • • - • • • •  ブ  • • - - • • • •  
プ  • • - - -   デ • • • -   ギ • • • - -  
コ  • • - - - •   ア • • • - •   ユ • • • - - •  
ゴ  • • - - - • •   サ • • • - • •  メ • • • - - • • 
エ  • • - - - • • •   ザ • • • - • • •  ミ • • • - - • • • 
テ  • • - - - • • • •  キ • • • - • • • •  シ • • • - - • • • • 
ジ  • • • - - -  セ  • • • - • • • •  ゼ  • • • - • - •  
ヒ  • • • - - - •  ス  • • • - • - • •  
ビ  • • • - - - • •  ン  • • • - • - • • •  
ピ  • • • - - - • • •  長音 • • • - • - • • • •  
モ  • • • - - - • • • •     
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【御浜御殿での実演】 
1855年（安政 2年）7月 4日通信技術方小田又蔵、勝麟太郎らは、幕府浜御殿（現浜離宮謝恩
庭園）において、オランダ寄贈電信機＊で実験を行った。  
 
浜御殿の海岸御茶屋から松御茶屋の間約 110間に電信線が張られて両所に電信機を取付け、同
月 2日には江川太郎左衛門が下検分をし、4日にその実験を将軍家定の上覧に供した。 
（以上「大日本古文書」及「江戸時代の交通文化」に成る。）  
                  （表 4：実験に使われた電文とモールス符号参照。） 
 
 ＊オランダ寄贈の電信機の製造社がオランダなのか実態は不明。エンボッシングではなく印字形式
とも考えられる。  
＊長崎奉行が伺い書を幕府に提出してから、御浜御殿での実験に至るまで、特に家定の上覧にこぎ
つけるまでの手続きは膨大な資料が有り、極慎重に取り図られた様子が伺える。 
 
（表 4） 実験に使われた和文モールス伝聞（単語）と符号 
御浜御殿で使用した和文モールス伝聞と符号 
天地和合 
（テ）       （ン）   （チ） （ワ） （ゴ）      （ウ） 
• • - - - • • • •   • • • - • - • • • - - -  • -  • • - - - • •  • • - 
鶴亀 
（ツ）      （ル）   （カ）     （メ） 
• - - • • • •  - - - • • •  • - •   • • • - - • • 
和歌ノ浦 
（ワ）  （カ）   （ノ）  （ウ）  （ラ） 
   • -   • - •  • • - •   • • -  • - - - • • • 
梅松竹 
（ム）    （メ）    （マ）  （ツ）     （タ）    （ケ）  
 • - - - • • • • • • • - - • • • • - - • - - • • • • • - • • • • • • - - • 
今日無事 
（コ）    （ン）      （ニ） （チ）  （ブ）     （ジ） 
 • • - - - • • • • - • - • • •  - •  - - -  • • - - • • • •  • • • - - - 
隅田川 
（ス）       （ミ）     （ダ）  （カ）  （ワ） 
 • • • - • - • •  • • • - - • • •  • - -  • - •   • - 
萬歳楽 
（バ）  （ン）       （ゼ）    （イ） （ラ）     （ク） 
• • • • • • • - • - • • • • • • - • - •   •  • - - - • • •  • • - • • 
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勝麟太郎らは、この電信実験を天覧に供するには、我が国最初の公式実験で一大イベントにな
ることを想定して、以前にペリーが日本に来る前の 1844年に米国がボルチモアとワシントン間
の電信線でモールス通信の実験を成功させた、その時のメッセージが後々まで語り継がれている
「What hath God wrought?」が有名な電文とされていることを考えて、今回も語り継がれる電文
にすべきと、簡単な用語（日本的な祝い言葉）を送受に使用することにしたとある。 
 
伝送に使用した文章「テレガラーフ合図御様し」は、以下のような単語をモールス符号に転換
して送受した。（括弧内）の漢字は、「将軍上覧のトキ送信スベキ文字」との注釈で、家定将軍及
び幕府要人に見せるときに添附した漢字である。  
 
・テンチワゴウ（天地和合） 
・ツルカメ（鶴亀）  
・ワカノウラ（和歌の浦） 
・ムメマツタケ（梅松竹） 
・コンニチブジ（今日無事）  
・スミダカワ（隅田川） 
・バンゼイラク（萬歳楽） 
 
操作は、モールス符号表「言葉書」を見ながら相応するカナモールス符号「譜調」を打鍵して
送り、受信方は現字紙に現れた符号を、モールス符号表「欄人依り差出候譜調附」に照らしてカ
ナ文字に書き改めたとされている。（添附された解説書のオランダ提案の和文モールスは、上記
のように作り替えられているが、触れていない。） 
テストの結果は上々で「テレガラーフ伝習の儀骨折候に付き」ということで 4人の者にお手当
を賜っている。 
 
しかしながら、この実験は、オランダ－長崎奉行－幕府老中の間で、かなり用意周到に進めら
れてきたが、通信回線の実用化という観念で捉えておらず、電信通信の「制度化」に繋げられか
ったためにこれで終わって日時の経過と共に世間から忘れさられ、勝海舟らが考案したモールス
符号もそれまでとなって、後に使われることはなかった。 
 
 
 4. 傅信機の布告・公衆電報  
（当時の言葉として「傅信機」の字を使用するが一般用語としては「電信機」を使用する。） 
 
1860年（萬延元年）7月にプロシャ国（現在のドイツ北部からポーランド西部にかけて領土と
し、首都はベルリンにあった。）と修好通商条約及貿易章程を締結したところ、同国から贈り物
として電信機が献上された。当時、蕃書取調所教授であった市川斎宮（兼恭：蘭学者）と加藤弘
蔵（弘之：政治学者）とは、その電信機の使用法の伝授を受けることとなりプロシャ国使臣の宿
泊所たる赤羽の旅館に通ってこの機械の使用法を習得したとの記録もあるが、邦文モールス符号
については触れられていない。 
 1869年には日本とオーストリアとの通商条約の締結に際し、オーストリアからエンボッシン
グ・モールス電信機 2台が明治政府に献上された。 
  
1868年（明治元年）に、英国公使パークス（Harry Smith Parkes）の強い要請で、神奈川県
判事（県知事）寺島宗則（1832年 6月 21日－1893年 6月 6日：薩摩藩長野→養子松木→改名
寺島。後に宗則を陶蔵と名乗る。）は、横浜－江戸間に電信機の架設を計画する。 
1869年（明治 2年）寺島によって、横浜－江戸間の電信線建設が実現し、9月に横浜裁判所内
に傅信機役所を置く。傅信局が開業するが、このときに使われた機材は、幕府が大政奉還以前に
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フランスに発注してあったブレゲ製の指示電信機であった。パークスの推薦で外務省に雇用され
た G・ギルベルトは、傅信機取扱規則十三項を設け掛員に機械取扱方法の概要を示し、仮の掟五
項を定めて、役所内の出入に注意し、静粛を期し音信の取扱を慎重にして、加えて秘密を保護さ
せた。10月には東京運上所内に傅信機役所を置く。傅信機役所は 12月に傅信局と改称する。 
着工が 1869年 10月 23日、開通が同年 12月 25日とされていて、10月 23日を「電信電話記
念日」とされている。                        
指示電信機は間もなくモールス電信機に変わって使われなくなる。 
1871年（明治 4年）に 10月に輸入モールス電信機が到着する。1874年（明治 7年）に国産練
習用 50台を工部省に納め、1875年（明治 8年）には新橋の工場で民間電子機製造業を開始する。 
 
（電信法令のはじめ） 
明治政府は、電信回線の開設に
先立って 1869年 2月 11日次の
「傅信機に関する七項」を示した
日本で最初の電信規則「傅信機の
布告」を公布する。 
1 電信の効用 
1 頼信の方法 
1 料金 
1 配達料 
1 電報の受取方法 
1 隠語の使用 
1 取扱開始月日と取扱時間 
 
この「傅信機の布告」は、関係筋に配布されたもので、印刷は明治 2年 11月に横浜で、配達
は 12月 20日頃に斎藤大之進から寺島宗則に送られた手紙の日付があるという。 
横浜―東京間は、もともと両府間の公用通信のために開設されたものであったが、我が国最初
の公衆電報取扱開始日が、明治 2年 12月 25日とされた。実際に 1870年（明治 3年）1月 8日
に通信を開始している。 
このとき使われた機械は 1896年（明治 2年）9月にオーストリアから献上されたエンボッシ
ング・モ－ルス機で、1870年（明治 3年）11月 1日（10月の説アリ）宮城内で明治天皇の高覧
に供したあと、外務省と築地局に設置されたものであり、我が国でモールス機が実用された最初
であった。実際に使用された和文モールス符号は、G.ギルベルトに通信技術を学んだ外務省大録
訳官子安俊の考案したものと言われる。公に制定された和文モールス符の基となるものであった。 
（表 5：子安俊が考案した和文モールス符号参照。） 
 
（表 5） 子安ら考案の和文モールス符号一覧表 
和    文 （1869 年） 
（ - 群） 
ア  -  
イ  • -  
ウ  • • -  
エ  • • • -  
オ  • • • • - 
（ - • 群） 
カ  - • 
キ  • - •  
ク  • • - • 
ケ  • • • - • 
コ  • • • • - • 
（ - • • 群） 
（ - • • • • 群） 
ナ  - • • • • 
ニ  • - • • • • 
ヌ  • • - • • • • 
ネ  • • • - • • • • 
ノ  • • • • - • • • • 
（ - - 群） 
ハ  - -  
ヒ  • - - 
フ  • • - - 
ヘ  • • • - - 
ホ  • • • • - - 
（ - - • 群） 
（ - - • • • 群） 
ラ  - - • • •  
リ  • - - • • • 
ル  • • - - • • • 
レ  • • • - - • • • 
ロ  • • • • - - • • • 
（ - - • • • • 群） 
ワ  - - • • • • 
ヰ  • - - • • • • 
ウ  • • - - • • • • 
ヱ  • • • - - • • • • 
ヲ  • • • • - - • • • • 
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サ  - • • 
シ  • - • • 
ス  • • - • • 
セ  • • • - • • 
ソ  • • • • - • • 
（ - • • • 群） 
タ  - • • • 
チ • - • • • 
ツ  • • - • • • 
テ  • • • - • • • 
ト  • • • • - • • • 
マ  - - • 
ミ  • - - • 
ム  • • - - • 
メ  • • • - - • 
モ  • • • • - - • 
（ - - • • 群） 
ヤ  - - • • 
井  • - - • • 
ユ  • • - - • • 
ヱ • • • - - • • 
ヨ  • • • • - - • • 
ン  （符号なし） 
 
 
 
 5．我が国初の電信規則  
 
 国内では、続々と電信回線が架設され電信局が開局されて、海底電線を使った国際通信も行わ
れるようになる。 
1871年 8月 12日（明治 4年 6月 26日）デンマークの大北電信会社が長崎－上海間及びウラ
ジオ－長崎間で両海底線を長崎に陸揚げし通信を開始。このとき使用されていたモールス符号は
国際モールス符号に漢字が加わったものであった。 
1871年 10月には英国よりモールス印字電信機を輸入（前記）、暫時モールス印字機を採用す
ることとなり、同時に邦語に対するモールス符号を制定することになった。 
モールス符号については、国際共通が可能なこと、漢字が混在する不具合を考慮し、邦文の必
要性を感じて、逓信省技術官僚吉田正秀、寺崎孫等の諸氏が雇用外国人エドガー・ジョルジュ＊と
共に英国のモールスコードに基付いて、ABC…をイロハ…に移し替え、不足する文字は適宜補充
する方法によったものである。英国標準は国際標準に準じたものであったと思われるが、吉田ら
はこの時、最新の国際標準も、過去の勝海舟らが考案した符号も入手していなかった。 
（表 6：新たに考案したカタカナ・モールス符号参照。） 
＊ジョルジュ：日本の電信事業設営のために英国から雇われた、ジョセフ・モリス、トーマス・ラーキン・ゼ
ームス・フライ、ジョン・ホストら一団の建築長。 
 
（表 6） 吉田正秀と寺崎遜が作成した和文モールス符号（1871 年） 
Alphabet DÖTV 合意 対応和文字 新規作成（補充） 備考      
a •－ イ  移設 
ä •－•－ ロ  〃 
b －• • • ハ  〃 
c －•－• ニ  〃 
d －• • ホ  〃 
e •  ヘ  〃 
é  ト • •－• • UTIのみ 
f • •－• チ  移設 
g －－• リ  〃 
h • • • • ヌ  〃 
i • • 濁点  〃 
  ル －•－－• 新規 
j •－－－ ヲ  移設 
k －•－ ワ  〃 
l •－• • カ  〃 
m －－ ヨ  〃 
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n －• タ  〃 
o －－－ レ  〃 
ö －－－• ソ  〃 
p •－－• ツ  〃 
q －－•－ ネ  〃 
r •－• ナ  〃  
s • • • ラ  〃 
t － ム  〃 
u • •－ ウ  〃 
  ヰ •－• •－  
ü • •－－ ノ  移設 
 •－• • • オ  〃 
v • • •－ ク  〃 
w •－－ ヤ  〃 
x －• •－ マ  〃 
y －•－－ ケ  〃 
z －－• • フ  〃 
ch －－－－ コ  ＊ 
  エ －•－－•－ 新規 
  テ •－•－－ 〃 
ñ  ア －－•－－ UTIのみ 
  サ －•－•－ 新規 
  キ －•－• • 〃 
  ユ －• •－－ 〃 
  メ －• • •－ 〃 
  ミ • •－•－ 〃 
  シ －－•－• 〃 
  ヱ • －－• • 〃 
  ヒ －－• •－ 〃 
  モ －• •－• 〃 
  セ •－－－• 〃 
  ス －－－•－• 〃 
  ン •－•－• 〃 
1 •－－－－ 一  移設 
2 • •－－－ 二  〃 
3 • • •－－ 三  〃 
4 • • • •－ 四  〃 
5 • • • • • 五  〃 
6 －• • • • 六  〃 
7 －－• • • 七  〃 
8 －－－• • 八  〃 
9 －－－－• 九  〃 
0 －－－－－ 零  〃 
・備考欄＊：ch（－－－－）はコの字に移設したが、chの文字はその後国際符号から
削除されている。 
・é と ñ は UTIにのみにあったものを移設した。 
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文字構成として、特に旧符号は、濁点、半濁点がついた文字を文字其のものの符号としていた
ため、組立が複雑で全体数も多くなっていたが、濁点、半濁点をひとつの記号として分離した。 
しかしこの時は勝海舟らが考案したモールス符号の存在を知らず、また最新の国際モールス符
号も入手していなかった。考案された日本語モールス符号と旧符号との比較を表 7に示す。 
 
（表 7） 和文モールス符号の新旧比較 （現時点とは明治 4 年） 
現時点 文字 安政時代 現時点 文字 安政時代 
·－ イ · －··－ マ ··－－ 
·－·－ ロ •· －·－－ ケ ··－－· 
－··· ハ •··  ゲ ··－－·· 
 バ •·•· －－·· フ ··－－··· 
 パ －  ブ ··－－···· 
·－·－· ニ －·  プ ··－－－ 
－·· ホ －·· －－－－ コ ··－－－· 
 ボ －···   ゴ ··－－－·· 
 ポ －···· －·－－－ エ ··－－－···  
· ヘ －－ ·－·－－ テ ··－－－···· 
 ベ －－·  デ ···－ 
 ペ －－·· －－·－－ ア ···－· 
··－·· ト －－··· －·－·－ サ ···－·· 
 ド －－····   ザ ···－··· 
··－· チ －－－ －·－·· キ ···－···· 
－·· リ －－－·  ギ ···－－ 
···· ヌ －－－·· －··－－ ユ ···－－· 
－·－－· ル －－－··· －···－ メ ···－－·· 
·－－－ ヲ －－－···· ··－·－ ミ ···－－··· 
－·－ ワ ·－ －－·－· シ ···－－···· 
·－·· カ ·－· ·－－·· ヱ  
 ガ ·－·· －－··－ ヒ ···－－－· 
－－ ヨ ·－···    ビ ···－－－·· 
－· タ ·－····  ピ ···－－－··· 
 ダ ·－－ －··－· モ ···－－－···· 
－－－ レ ·－－· ·－－－· セ ···－－·－ 
－－－· ソ ·－－··   ゼ ···－·－· 
 ゾ ·－－··· －－－·－ ス ···－·－·· 
·－－· ツ ·－－－ ·－·－· ン ···－·－··· 
－－·－ ネ ·－－－·     
－·－ ナ ·－－－·· ·－－－－ 一 ·－－－－·－－－－ 
··· ラ ·－－－··· ··－－－ 二 ··－－－··－－－ 
－ ム ·－－－···· ···－－ 三 ···－－···－－ 
·－ ウ ··－ ····－ 四 ····-····- 
·－··－ ヰ  ····· 五 ·········· 
··－·－ ノ ··－· －···· 六 －····－···· 
·－··· オ  －－··· 七 －－···－－··· 
···－ ク ··－·· －－－·· 八 －－－··－－－·· 
 グ ··－··· －－－－· 九 －－－－·－－－－· 
·－－ ヤ ··－···· －－－－－ 零 －－－－－－－－－－ 
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【我が国初の電信規則】 
モールス符号の用方について、1871年に、電信規則で以下のように規定制定された。（表 8） 
 
(表 8) 正式制定された和文モールス符号の扱い 
 
（原文は縦書き） 
単流単信法 
 
（一）電信符号 
凡そ電信法は印刷電信機の如き特種なる器機を用ふる場合の外は、概して電信符号に依
りて通信す。此の電信符号は一名をモールス符号とも称し、最初モールスの考案に成れる
ものにして、短点及び長点（短き線のことなり）の結合によりて幾多の文字井に数字を表
示す。例へば（A）或は（イ）の文字には・― （ロ）の文字には・―・―の符号を用ふ
るが如し。 
左に記載したるは、本邦にて使用する電信符号なり。 
 
莫爾斯電信符号 
片仮名及び数字 
＝略＝   （現在使われているものと同じ。） 
 
羅馬文字及び亜刺比亜数字 
＝略＝   （現在使われているものと同じ） 
 
和文句讀点及記号     （参考：現電波法との比較） 
句讀点 。 ・・ ・・ ・・  なし 
新章  」  ・－・－・・  段落 
括弧 （） －・－－・－  下向き括弧。 上向きは・－・・－・ 
小括弧「」 ・－・・－・  なし 
 
欧文句讀点及記号 
終点 . ・・・・・・  ・－・－・― 
讀  , ・－・－・―  －－ ・・－ － 
小讀 ； －・－・－・  なし 
重点 ： －－－・・・  －－－－・・・ 
問標 ？ ・・－－・・  同 
感符 ！ －－ ・・－ －  なし 
略符 ‘ ・－－－－・  同 
新章 」 ・－・－・・  なし 
連讀点 ― －・・・・－   連続線、横線又は減算の記号  
括弧 （） －・－－・－  ）右向き括弧。（左向き括弧は －・－－・ 
転倒句讀 “ ・－・・－・  引用符 
 
（二）単流電鍵 
＝前半部略＝（電鍵の説明故） 
電信符号の短点或は長点を形成する長さの割合、換言すれば送電時の割合は左の規則に
よる。 
一短点の長さを一短時とすれば、長点は約三短時、各点の間隔は約一短時、各符号の間
隔は約三単時とす。 
以下、（三）印字機、（四）音響機、（五）印字機（六）音響機の優劣、及び亀甲形検電
器の説明は省略する。 
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 6. 現 代  
 
 モールスコードについては、発明以来、国際電気通信連合（ITU）に至るまでの国際会議で種々
検討されて、1868年合意後定着しているが、我が国のカナモールス符号も追従して 1871年設定
以来大きな変化はなく今日に至っている。 
 法制的には、明治元年の「傅信規則公布」で採り上げられたものが踏襲されているが、電波法
の制定に伴ってこの中で規定されている。 
 電波法も、1989年から GMDSS導入に伴い関連規則が逐次改正されたが、モールス符号につい
ての変更はない。 
 
【電 波 法】 
昭和二十五年電波監理委員会規則第十七号 
 
無線局運用規則  
電波法（昭和二十五年法律第百三十一号）第六十一条（通信方法等）、第六十二条（船舶局の運用）、
第六十三条（運用しなければならない時間）、第六十四条（沈黙時間）及び第七十条（通信圏入出
の通知）の規定の委任に基き、且つ、電波法を実施するため、電波監理委員会設置法（昭和二十五
年法律第百三十三号）第十七条の規定により、無線局運用規則の全部を改正する規則を次のように
定める。・無線局運用規則の全部を改正する規則・無線局運用規則（昭和二十五年電波監理委員会
規則第七号）の全部を次のように改正する。 
 
＋＋＋＋＋＋ 
運用規則第 12条（モールス符号の使用） 
モールス無線電信による通信（以下「モールス無線通信」という。）には、別表第一号に掲げ
るモールス符号を用いなければならない。 
 
運用規則第 12条 別表第一号 
和    文 
（文字） 
イ  • - 
ロ  • - • - 
ハ  - • • • 
ニ  - • - • 
ホ  - • • 
ヘ  • 
ト  • • - • • 
チ  • • - • 
リ  - - • 
ヌ  • • • • 
ル  - • - - • 
ヲ  • - - - 
ワ  - • - 
カ  • - • • 
ヨ  - - 
タ  - • 
レ  - - - 
ソ  - - - • 
ツ  • - - • 
ネ  - - • - 
ナ  • - • 
ラ  • • • 
ム  - 
ウ  • • - 
ヰ  • - • • - 
ノ  • • - - 
オ  • - • • • 
ク  • • • - 
ヤ  • - - 
マ  - • • - 
ケ  - • - - 
フ  - - • • 
コ  - - - - 
エ  - • - - - 
 
テ • - • - - 
ア  - - • - - 
サ - • - • - 
キ - • - • • 
ユ - • • - - 
メ  - • • • - 
ミ  • • - • - 
シ  - - • - • 
ヱ  • - - • • 
ヒ  - - • • - 
モ  - • • - • 
セ  • - - - • 
ス  - - - • - 
ン  • - • - • 
 
゛濁点    • • 
゜半濁点  • • - - • 
 
（数字） 
一  • - - - - 
二  • • - - - 
三  • • • - - 
 
六  - • • • • 
七  - - • • • 
八  - - - • • 
（記号） 
－ 長音 • - - • - 
.  区切り点 • - • - • -  
」 段落• - • - •• 
15 
 
四  • • • • - 
五  • • • • • 
 
九  - - - - • 
零 - - - - - 
 
( 括弧   - • - - •- 
)     • - • • - • 
欧    文 
（文字） 
a  • - 
b  - • • • 
c  - • - • 
d  - • • 
e  • 
f  • • - • 
g  - - • 
h  • • • • 
i  • • 
j  • - - - 
k  - • - 
l  • - • • 
m  - - 
n  - • 
o   - - - 
p  • - - • 
q  - - • - 
r  • - • 
s  • • • 
t  - 
u  • • - 
v  • • • - 
w  • - - 
x  - • • - 
y  - • - - 
z  - - • • 
（数字）   
＝和文に同じ。省略。＝ 
 
（記号） 
. 終点    • - • - •- 
,  小読点   - - • • - - 
:  重点又は除法の記号 - - - • • • 
? 問符    • • - - • • 
' 略符    • - - - - • 
－ 連続線、横線又は減算の記号   - • • • • - 
＠ 単価記号  • - - • - • 
 
 
 
（記号） 
( 左括弧     - • - - • 
） 右括弧     - • - - •- 
/  斜線又は除法の記号  - • • - • 
= 二重線      - • • • - 
+ ＋字符又は加算の記号 • - • - • 
“”引用符     • - • • - • 
X 乗算の記号    - • • - 
 
（注） 
一 符号の線及び間隔 
1 一線の長さは、三点に等しい。 
2 一符号を作る各線又は点の間隔は、一点に等しい。 
3 二符号の間隔は、三点に等しい。 
4 二語の間隔は、七点に等しい。 
 
二 航空無線通信業務における字、記号の使用方法 
1 記号は、和文では区切点及び段落、欧文では終点、問符及び斜線に限り、その他の記号の使用は、
本文を理解するために必要な場合に限る。 
2 ローマ数字を送る場合は、ROMAN の語を冠して送るものとする。 
 
三 欧文の場合における数字と文字との集合、「％」、「‰」、帯分数、分及び秒等の送信方法 
1 数字と文字とで構成した集合は、数字と文字との間に間隔を置かずに送るものとする。 
2 「％」又は「‰」の記号は、数字の零、斜線及び数字の零又は零零を連続して送るものとする。 
3 帯分数は整数と分数との間に、「％」又は「‰」の記号を伴う数字は数字と「％」又は「‰」と
の間に連続線を送るものとする。 
4 分の記号「’」は略符を一回、秒の記号「”」は略符を二回送るものとする。 
 
（了） 
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付録 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（参考 1） 
Morse 考案符号の改善 
 
 
モールス符号は、サミュエル・モールス（Samuel Finley Breese Morse）の発明とさ
れているが、モールスが 1840 年に電信機の特許を取った時の補助手段として文字符号
を考案したのが基となっている。その符号は； 
 
Morse（1840） 
a ···  b  ·· ··  c  · ··  d  ··· ·  e  ·  f  · ···  g  ·· ·  h ····  i  ·- 
j ·· ·  k - ·-  l ─  m - ··  n - ·  o ··  p ·····  q ··- ·  r · ·  s ·- · 
t - - ·  u ·- -  v -  w ··-  x - -  y ·-  z ·- · 
1 ·  2 ··  3 ···  4 ····  5 ·····  6 ······  7 ·······  8 ········ 
9 ·········  0 – 
であった。 
 
その後、アルフレッド・ルイス・ヴェイル（Alfred Lewis Vail）は電信機も改良（ペ
ンが上下動）したが符号も文字対応とした。これがその後実用化されるいわゆる「モー
ルス符号」の基になる。 
その時に根拠としたのは、文字使用頻度であり、ニューヨークの一流新聞を総浚いし
て調べたとの説もあるが、印刷所の活字箱を調査した結果も参考にしたものもある。そ
の頻度（回数）は； 
 
 e 120  t 90  a 85  i,n,o.s 80  h 64  r 62  d 44  l 40  u 34  c,m 30  f 25  w,y 20 
g,p 17  b 16  v 12  k 8  q 5  j,x 4  z 2   
 
モールス符号も改良した。（アメリカン・モールス符号：国際会議に提案されたもの。） 
Vail（1845）  
a ·-  b -···  c · ··  d -··  e  ·  f  ·- ·  g  - - ·  h ····  i ·· j - ·- ·  
k - ·-  l ─  m - -  n - ·  o ··  p ·····  q ··- ·  r · ··  s ···   t - 
u ··-  v ···-   w ·- -    x ·- ··   y ·· ··   z ··· ·   & · ··· 
1 ·- - ·   2 ··- ··   3 ···- ·   4 ····  5 - - -  6 ······  7 - -  8 - ···· 
9 - ··-   0 -‐ 
 
 
出典：「文字符号の歴史」（安岡孝一） 
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（参考 2） 
榎本武揚（1836 年～1908 年）持帰りの電信機 
 
 長崎海軍伝習所で第二回生として、勝海舟らと機関学や航海術などを学んだ榎本武揚は、
1862 年（文久 2 年）に幕府がオランダに軍艦開陽（海陽？）丸を発注したのをきっかけに、
軍艦の建造と軍用技術、軍艦の設計、建造、設備や国際法などを習得するために 15 名の訓練
生の一員としてオランダに留学をした。 
1867 年頃の欧州では、プロシャ（ドイツ）とデンマークの戦争もつぶさに接したり、電信
通信の実態（たまたま欧米間の海底電信開通の翌年で、電信の利用が拡大されつつあるのを目
撃して、現代に電信が必要欠くべからざるものであることを感じた。）を体験したりした。ロ
ッテルダムでは、自らフランスのディニェイ（Digney）社製モールス印字機二座を購入して下
宿で技術を習得しモールス符号の勉強もしていた。これらの技術を習得して、軍艦が完工し日
本に廻航する時に同軍艦にオランダ滞在中に購入した、この電信機 2 台と電線や絶縁碍子など
も同時に搭載して持ち帰った。 
榎本らは、1866 年 11 月（慶応 2 年 10 月）帰国の途につき、航海術を学びながら、大西洋
を横断しブラジル・リオネジャネイロに寄港、また大西洋を戻って喜望峰を回りインド洋をわ
たって 5 ヶ月かけて、1867 年（慶応 3 年）に横浜に戻った。 
 
ところが帰国した当時の日本は幕末の動乱期であったため、この時購入した電信機は築
地の運上所の倉庫に一時保管された。明治元年、戊辰戦争に参戦した榎本は、これらの電
信機一式を函館の運上所に預けて五稜郭に立てこもり、官軍と戦うことになる。その翌年、
榎本は降伏し捕えられ箱館戦争の首謀者として投獄される。榎本の死罪はもはや免れない状
態にあった。そのような中、箱館戦争で榎本と戦を相まみえた黒田清隆は榎本が当時の日本政
府が必要としていた知識を身に付けていた優れた人柄の持ち主であると確信して赦免を主張。
自身の頭を丸めてまで、助命嘆願運動に奔走した。しかし、木戸ら長州派の面々は「虎を野に
放つ如きもの。断じて許せない。」と、あくまで処刑を主張。当時の議会に列席する人々はど
ちらの議論にも一理あるとして、西郷隆盛にその裁断は委ね、西郷は、義と情の人間であるこ
とを高く評価し、「榎本を斬首にするのはもってのほかである。」と裁決を下し 福沢諭吉や黒
田清隆などの尽力で特赦放免され、1872（明治 5）年に出獄することができた。 
 
才能を買われ新政府に登用された榎本は、開拓使などを経て、1885 年（明治 18 年）に
逓信省が創設されるに当たり、初代逓信大臣に就任した。 
技術的には 1888 年（明治 14 年）に創設された電気学会の会長に推されて就任することに
なる。（当時逓信大臣） 
 
函館の運上所に預けられていたこの電信機一式は、 
様々な人の手に渡ったため散逸し、明治維新のドサク 
サで所在不明となっていた。しかし、1881 年頃、愛 
宕山下の古道具屋に並んでいるところを明工舎（現在 
の沖電気工業株式会社）創業者の沖牙太郎により発見 
され、買い取られていた。 
奇遇にも、電気学会の第 3 回電気学会講演会の席上 
で、この電信機が逓信省技術官僚の吉田正秀によって 
紹介され、榎本と 20 年ぶりに再会することになった。 
 
榎本との再会を果たしたこの電信機は、後に沖牙太 
郎から逓信省に寄贈、当館で保管され、現在に至って 
いる。 
 
 
出典：逓信事業年史 
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邦文モールス符号に関系する年表 
 
 
1837 年 9 月 4 日（天保 8 年）電信機の発明。 
モールス（Samuel Finley Breese Morse）がニューヨーク大学で電信実験を行った。 
この実験は、単語を数にコード化し、さらに数の各桁を電流の ON/OFF に変換すると
いう方法を用いた。 
同 年 英国のクックとホイートストンもほぼ同時期に電信機発明。 
1840 年 6 月 20 日 モールスが符号化で送る電信機の特許取得。 
1844 年 5 月 24 日 モールスの協力者ヴェイル（Alfred Vail）が改良モールス符号を発案。 
これがモールス符号の元祖となる。 
1845 年（弘化 2 年）米国が電信を公衆通信に供する。  
1846 年（弘化 3 年）英国が電信を公衆通信に供する。あと、欧州諸国相次いで公衆通信開始。 
1847 年（弘化 4 年）オランダが公衆通信開始。 
1848 年 10 月 4 日 ゲルク（Friedrich Clemens Gerke）がドイツ語で必要な ä、ö、ü、ch をモ
ールス符号に追加改良。 
1850 年（嘉永 3 年）独墺（ドイツ－オーストリア）電信同盟結成 ⇒ 後に国際同盟に発展。 
同 年 7月 25日 ドレスデン電信条約DÖTV（Deutsch-Österreichischer Telegraphen-Verein）
会議：オーストリア、プロシャ、バイエルン、ザクセンの 4 ヶ国が調印。 
1851 年（嘉永 4 年）オランダが独墺同盟に加入。 
1851 年 10 月 ウィーン DÖTV 5 ヶ国の実務者会議。10 月 14 日ウィーン条約 追補調印（1852
年 7 月 1 日発効）。 
この条約でモールス電信機の使用が明記され、DÖTV で使用するモールス符号は、ゲ
ルクのモールス符号を改良したものとなった。 
この DÖTV では 26 種のラテンアルファベットに加え、ä、ö、ü、ch を採用し 30 種類
に制限された。 
なお、oとpについては、ステインヘイル（Carl August von Steinheil）＊のモールス符
号をそのまま用いている。モールスの符号体系にヨーロッパの言語に必要なëやõ、çが
なかった。 
＊ステインヘイルは 1849 年に独自のモールス符号を提案している。 
   é の「··-··」は、1854 年 4 月 1 日に DÖTV のモールス符号に追加されている。 
ñ の「--·--」は、1858 年の時点で非公式に使用された。 
1852 年（嘉永 5 年）米国政府はオランダ在米国代理公使を通じて、公式に日本に使節を派遣す
る計画を発表し、長崎商館長への援助を要請した。 
同 年 オランダ政府は、「テレガラーフの所置規定法」「法度書抜粋」「文字則」の関係法令を
制定。（法令名は当時の日本語訳） 
1853 年 7 月 8 日（嘉永 6 年 6 月 3 日） ペリー来日。 
同 年 長崎の町医者吉雄圭斉は、先任医モニケ及びブルークに師事し、医術の他テレガラー
フの伝習を受けた。圭斉は以前から指示伝信機技術の第１人者であった。 
1854 年 2 月 13 日（嘉永 7 年 1 月 16 日）ペリー再来日。江戸湾（金沢の小柴沖）に集結投錨。 
同 年 3 月 13 日（嘉永 7 年 2 月 13 日）ペリー献上品電信機などを献上品陸揚げ。 
同 年 3 月 31 日（嘉永 7 年 3 月 3 日） 日米和親条約調印。 
同 年（嘉永 7 年 7 月 1 日）オランダ国王から将軍にテレガラーフ献上。 
同 年（嘉永 7 年 7 月 28 日）スームビン号長崎に入港。 
同 年（嘉永 7 年 10 月下旬）テレガラーフ伝習開始 
別に、蘭学者佐久間象山がショメールの百科全書で電信原理構造を研究・作成。信州松
代町で実験。 
1855 年（安政 2 年 6 月）長崎奉行川村対馬守はテレガラーフの扱の伺文書を老中に出した。 
老中阿部伊勢守の決済で直ちに実施。担当者 7 人を指名。 
同 年（安政 2 年 7 月）オランダより軍艦蒸気船スムンビン号が寄贈された。 
これを機に長崎海軍伝習所設置。 
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同 年 オランダ献上電信機江戸着。 
同 年 8 月 14 日 オランダ献上製電信機にて、幕府小浜御殿（現浜離宮謝恩庭園）で実験    
モールス符号は小田又蔵 勝海舟、オランダ通信技術方。 
同 年 10 月 28 日 長崎奉行が館長キュチュルスに伝習依頼。 
1856 年（安政 3 年）独自の開発で、島津斉彬の城内で電信通信実験。  
同 年（安政 3 年 8 月 5 日） 米国初代総領事ハリス、下田に着任。 
1860 年 2 月 9 日（安政 7 年 1 月 18 日） 咸臨丸（292t）は浦賀を出港、3 月 17 日（2 月 26
日）にサンフランシスコに入港。往路の航海は 38 日間 4,629 海里 (8,573 km)。 
同 年 2 月 13 日（安政 7 年 1 月 22 日） ポーハタン号（3,765t）は、日米修好通商条約署名
の日本の使節団を乗せ横浜を出航する。（ポーハタン号は 1859 年 9 月に再来日してい
た。） 
 同 年 3 月 28 日 ポーハタン号はサンフランシスコに到着。   
    その後使節一行は、9 日間休養後ポーハタン号でパナマ（Panama）まで航海。4 月 24
日にパナマに到着。パナマ地峡鉄道の特別列車で陸路を渡って大西洋側アスピンウォー
ル（Aspinwall）港に到達。4 月 26 日ロアノウク号（3,400t）で出港してワシントン
（Washington）へ。5 月 15 日ワシントン着。  
    ニューヨークからはナイアガラ号（4,800t）で大西洋、インド洋を横断して 11 月 16
日、日本帰着。  
同 年（萬延元年）7 月プロシャ国と修好通商条約及貿易章程を締結。同国から贈り物として
電信機が献上された。 
1865 年 5 月 17 日 パリ万国電信条約：20 ヶ国（下注＊）が調印。 
DÖTV を吸収する形で「万国電信連合」が発足。 （日本は 1879 年/明治 12 年 1 月 29
日に加盟。） 
1867 年（慶応 3 年） 榎本武揚がオランダから電信機を購入して帰国。 
1868年 7月 ウィーン第1回国際電信会議UTI（Union Télégraphique Internationale後のITU）
7 月 21 日に調印された。このウィーン万国電信条約において、UTIでのモールス符号
が業務規約に含められた。 これが国際モールス符号である。  
＊国際モールス符号は、DÖTV のモールス符号を基本的に踏襲しているが、フラン
ス語に必要な é、スペインに必要な ñ を追加したものとなっていた。  
1869 年 オーストリアからエンボッサー・モールス電信機二座を明治政府に献上。 
1869 年（明治 2 年）「傅信機に関する七條」・「傅信規則」公布。 
     3 年 1 月 8 日通信開始 和文モールス考案（GM ギルベルト、子安俊） 
同 年 逓信省が学術優秀な者を選んで通信士講習を開始。 
同 年  12 月 25 日横浜－東京間電信線架設着工。 
1870 年（明治 3 年）4 月 欧文通信取扱開始。 
1871 年 8 月 12 日（明治 4 年 6 月 26 日） デンマーク大北電信会社が「長崎―上海間」で通信
開始。（モールス符号は国際符号＋漢字） 
同  年 和文のモールスの必要性から、吉田、寺崎らが考案（この時、国際モールス符号を入
手していない。勝の符号知らない） 
同  年 10 月（明治 4 年） 「和文モールス符号」 制定。 
 モールス印字電信機を英国より輸入、使用開始。電信機器国産化始まる。 
1872 年 すべての電信はモールスに切り替る。 
1873 年 8 月（明治 6 年） 大日本政府電信取扱規則 制定。  
1874 年 9 月（明治 7 年）22 日日本帝国電信條例 制定。（太政官布告第九十八號） 
1876 年 11 月（明治 9 年） 横文電報を「欧文電報」に改称。 
1878 年（明治 11 年）海外通信は万国電信公法により取扱。 
1879 年（明治 12 年 1 月 29 日）万国電信連合に加盟。條例に調印加盟。―日本は 4 月に参加。 
1880 年 5 月（明治 13 年） 電信取扱規則（明治 6 年制定の規則） 改正。 
1885 年（明治 18 年） 條例を実体法に改正。電信條例（太政官布告第 8 号） 
1888 年  電波の発見。 
1895 年 マルコーニ無線電信通信の実用化。 
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1898 年（明治 31 年）11 月 モールス符号音響通信開始。 
1900 年 3 月 13 日（明治 33 年） 「電信法発布」（法律第 59 号） 
同 年 10 月 電信法施行 日本で最初の電波に関する法律。  
同 年 我が国で無線電信成功（無線電信に準用） 
1905 年  無線電信機を利用した日本海海戦。 
1906 年（明治 39）第一回国際無線電信会議（ベルリン）。 
1908 年 6 月 23 日（明治 41 年） 外国無線電報規則（逓信省令第 29 号）公布・施行。 
同 年 6 月 24 日 外国無線電報取扱規程（逓信省公達第 527 号）公布・施行。 
1906 年（明治 39 年）にベルリンで開催された第一回国際無線電信会議の国際無線電
信条約およびその附属業務規則が 1908 年（明治 41 年）7 月 1 日に発効することか
ら、これに準拠させ整合させるための改正。 
同 年 銚子無線局にて船舶用無線電報取扱開始 
1908 年 7 月 1 日（明治 41 年） 国際無線電信条約及び付属業務規則発行（日本国内法も整合）。 
1912 年 タイタニック号遭難。 
1915 年 6 月 21 日（大正 4 年） 無線電信法（法律第 26 号）公布、同年 11 月 1 日施行。 
    電信法から独立した法律。 
同 年 「政府は無線を管掌する」という大原則は保ったまま、例外として私設を認めることに
決した。民間海運会社の費用で無線電信局を建設させ、無線通信士を雇用させるためで
ある。さらに私設局で従事する無線通信士の養成は民営の教育機関に委ねることとした。 
1918 年 無線講習所創立（電気通信大学の前身）。 
1926 年（大正 15 年/昭和元年） 船舶無線電信施設法施行。 
1926 年 11 月 ベルリンCCIT（Comité Consultatif International des Communications 
Télégraphiques、のちにCCITTを経てITU-Tとなった）第 1 回総会において、モール
ス符号はCCIT勧告の対象となった。  
以後、国際モールス符号は、CCIT→CCITT→ITU-T の管掌となったが、現在に至って
も ë、õ、ç の符号は追加されていない。 
1933 年（昭和 8 年） 国際電気通信条約批准    3 月 27 日、日本は国際連盟脱退。 
1950 年 6 月 1 日（昭和 25 年）電波法・放送法・電波監理委員会設置法と、後に電波三法 施
行。 1915 年（大正 4 年）に制定された無線電信法廃止。 
1953 年 8 月 1 日（昭和 28 年）「有線電気通信法及び公衆電気通信法施行法」により電信法を廃
止。 
1958 年（昭和 33 年） 無線従事者免許の更新制度を廃止。 
2004 年 5 月 3 日（平成 16 年） 国際電気通信連合（ITU）によって、「＠」（・－ －・－・）
が追加承認された。（電波法も改正。） 
 
 
＊パリ万国電信条約調印参加国（1865 年）：フランス、オーストリア、バーデン、バイエルン、
ベルギー、デンマーク、スペイン、ギリシア、ハノーヴァ、ハンブルグ、イタリア、オランダ、
ポルトガル、プロシャ、ロシア、ザクセン、スウェーデン/ノルウェー、スイス、トルコ、ヴュ
ルテンベルグの 20 ヶ国 
 
 
（了） 
 
 
 
